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中小企業も義務化！ 長時間労働者への医師の面接指導 

    

◆◆◆◆４４４４月月月月からからからから    中小企業中小企業中小企業中小企業でもでもでもでも義務化義務化義務化義務化    

「長時間労働者を対象とした医師による

面接指導等の実施」が、平成１８年に改正

された労働安全衛生法で義務化されました

（同法第 66 条の８）。 

この「面接指導等の実施」は今年の４月

から、すべての事業場において長時間労働

者に面接指導を実施し，医師の意見を聴い

て措置を講じなければならなくなったので

す。 

 

◆◆◆◆どんなことをどんなことをどんなことをどんなことを行行行行わなければならないかわなければならないかわなければならないかわなければならないか    

面接指導は「問診その他の方法により心

身の状況を把握し、これに応じて面接によ

り必要な指導を行うこと」とされています。 

対象となるのは「時間外・休日労働時間

が１カ月当たり１００時間を超え，かつ，

疲労の蓄積が認められる者」であって、会

社に申出を行った労働者です。 

基本的には、会社が指定した医師が行う

面接指導を受けることになりますが、労働

者が希望する場合は、他の医師の行う面接

指導を受けることもでき、その場合は結果

を証明する書面を会社に提出する必要があ

ります。 そして、会社はその結果を記録し

ておく必要があります。 

また、会社は、医師の意見を聴いて、必

要があると認められたときは、労働者の実

情を考慮しながら、以下のような措置を講

じなければなりません。 

・就業場所の変更 

・作業の転換 

・労働時間の短縮 

・深夜業の回数の減少 

・医師の意見の衛生委員会もしくは安全

衛生委員会または労働時間等設定改善

委員会への報告 

 

◆◆◆◆そのそのそのその他他他他のののの留意点留意点留意点留意点    

なお、（１）時間外・休日労働時間が１カ

月あたり８０時間を超え、かつ、疲労の蓄

積が認められる者、（２）事業場において定

めた基準に該当する（時間外・休日労働時

間が１カ月 45 時間を超えた者は対象とす

ることが望ましい）者についても、努力義

務としての面接指導の対象となります。 
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 障害の原因となった病気やケガの初診日

（初めて医師の診察を受けた日）の前日の時

点で、国民年金保険料をきちんと納めている

ことが条件です。原則として、２０歳になっ

てから初診日の前々月までのうち、３分の２

以上の期間が国民年金の保険料を納付（厚生

年金期間含む）していることが必要です。で

も、これでは、未納期間が長い人はすぐには

挽回できません。そこで、当面は特例的に過過過過

去去去去１１１１年間年間年間年間にににに未納未納未納未納がなければがなければがなければがなければ良良良良いいいいことになっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国民年金保険料は過去２年分までさかの

ぼって納めることができます。そこで、未納

の方、少なくとも過去１年分をまとめて払っ

ておくことをお勧めします。なお、初診日の

前日時点での納付状況が基準ですから、「事

故に遭ってから払えばいい」ということには

なりません。 

障障障障害害害害ががががどれどれどれどれ位位位位でででで、、、、いくらもらえるのいくらもらえるのいくらもらえるのいくらもらえるの？？？？    

 初診日から１年６か月が経って、またはそ

れ以降の６５歳になるまでに障害等級に該当

すると、障害年金がもらえます。障害等級１

級・２級とは、比較的重い障害にあたります。 

どれどれどれどれ位位位位のののの障害障害障害障害ならならならなら    

１級 他人の介助を受けなければ日常生活ができない程度 

２級 日常生活に著しい制限を必要、労働により収入を得ることが困難な程度 

３級 労働に著しい制限を必要とする程度（軽作業か勤務軽減を必要とする程度） 
    

障害基礎年金障害基礎年金障害基礎年金障害基礎年金のののの額額額額    

１級 ９９０，１００円 

２級 ７９２，１００円 

受給者に１８歳未満の子がいると加算があります。 

加算額は第 1 子第２子 227,900 円、第３子以下７５，９００円 

    

障害厚生年金障害厚生年金障害厚生年金障害厚生年金（（（（障害障害障害障害のののの初診日初診日初診日初診日がががが厚生年金加入期間中厚生年金加入期間中厚生年金加入期間中厚生年金加入期間中にあるにあるにあるにある場合場合場合場合））））のののの年金額年金額年金額年金額    

１級 ２級の障害厚生年金の額の１．２５倍プラス配偶者加算プラス障害基礎年金１級の額 

２級 報酬比例部分（加入期間を最低３００月で計算）＋ 配偶者加算＋ 障害基礎年金２級

の額 

３級 報酬比例部分（加入期間を最低３００月で計算）  最低５９万４２００円を保障 

未納なし 

３分の２以上納付 

20 歳 １年 
初診日の前々 月 

どちらかどちらかどちらかどちらか    

障害年金障害年金障害年金障害年金がもらえるがもらえるがもらえるがもらえる保険料保険料保険料保険料のののの納付条件納付条件納付条件納付条件    
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◆◆◆◆改正改正改正改正パートパートパートパート労働法労働法労働法労働法とととと正社員正社員正社員正社員へのへのへのへの転換転換転換転換    

今年４月１日から施行されている改正パート

労働法では、パート労働者の通常の労働者

（正社員）への転換を推進するための措置を

講ずるよう、事業主に義務付けています。最近

では、製造業、飲食店、宿泊業、サービス業な

どでパート労働者を正社員へ転換させる企業

も増えています。 

改正法の施行を機に、非正社員を正社員

化する動きはますます広がっていきそうですが、

この改正にあわせて新たな助成金が創設され

ています。 

    

◆◆◆◆非正社員非正社員非正社員非正社員のののの正社員化正社員化正社員化正社員化でででで助成金助成金助成金助成金    

厚生労働省は、「中小企業雇用安定化奨励

金制度」を創設しました。 

中小企業の事業主が、パート労働者や契約

社員などの契約労働者（非正規社員）を新た

に正社員として転換させる制度を就業規則な

どに定めて、実際に正社員に転換させた場合

に、一定の金額が奨励金として支給されるもの

です。 

 

◆◆◆◆支給額支給額支給額支給額のののの２２２２つのつのつのつのパターンパターンパターンパターン 

＜＜＜＜転換制度導入事業主転換制度導入事業主転換制度導入事業主転換制度導入事業主＞＞＞＞    

新たに転換制度を導入し、かつ、この制度

を利用して、直接雇用する有期契約労働者を

１人以上正社員に転換させた場合に、一事業

主について 35 万円が支給されます。  

＜＜＜＜転換促進事業主転換促進事業主転換促進事業主転換促進事業主＞＞＞＞    

転換制度を導入した日から３３３３年以内年以内年以内年以内にににに、、、、直直直直

接雇用接雇用接雇用接雇用するするするする有期契約労働者有期契約労働者有期契約労働者有期契約労働者をををを３３３３人以上正社人以上正社人以上正社人以上正社

員員員員にににに転換転換転換転換させたさせたさせたさせた場合場合場合場合に、対象労働者１人につ

いて 10 万円が支給されます（10 人を限度）。 

 

◆◆◆◆支給対象支給対象支給対象支給対象となるとなるとなるとなる事業主事業主事業主事業主、、、、要件要件要件要件    

中小企業事業主で、雇用保険適用事業主

であることが必要です。そして非正社員を正社

員に転換させる制度を、新た（平成 20 年４月 1

日以降）に労働協約または就業規則に定め、

かつ、１人以上正社員に転換させる必要があ

ります。 

なお、取扱機関は、都道府県労働局・公共

職業安定所（ハローワーク）となっています。 

当事務所でも申請手続きを行っています。 
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●社内社内社内社内でででで飲飲飲飲みみみみ会会会会、、、、帰宅途中転落死帰宅途中転落死帰宅途中転落死帰宅途中転落死 労災労災労災労災認認認認めずめずめずめず 

 会社内の飲み会に参加し、帰宅途中に地下鉄

の駅階段で転落死した男性会社員の遺族が、通

勤災害であるとして労災認定を求めた訴訟の

控訴審判決で、東京高裁は労災を認めた一審判

決を取り消し、本人の業務外の飲酒が大きく影

響した事故であり通勤災害とは言えないとし

て遺族側の逆転敗訴としたことがわかった。（6

月 26 日） 

 

●終末期相談料終末期相談料終末期相談料終末期相談料    わずかわずかわずかわずか３３３３かかかか月月月月でででで凍結凍結凍結凍結    

 舛添厚労相が「中央社会保険医療協議会（中

医協）」の総会で、後期高齢者医療制度（長寿

医療制度）導入に伴い４月から開始した新たな

診療報酬である「終末期相談支援料」について、

７月１日から運用を凍結するよう諮問したこ

とがわかった。総会では反対意見も出たが、中

医協は諮問通り答申する方針。（6月 25 日） 

 

●グッドウィルグッドウィルグッドウィルグッドウィル廃業廃業廃業廃業へへへへ    二重派遣二重派遣二重派遣二重派遣でででで略式命令略式命令略式命令略式命令    

 人材サービス大手のグッドウィル・グループ

は、子会社の日雇い派遣大手グッドウィルを廃

業する方針を固めた。厚生労働省が同社の派遣

事業の許可取り消しを検討するなど事業継続

が難しいと判断した。同社らは二重派遣事件で

職業安定法違反幇助などの罪で略式起訴され、

東京簡裁から罰金の略式命令を受け、これを納

付した。（6 月 25 日） 

 

●ねんきんねんきんねんきんねんきん特別便特別便特別便特別便    現役世代現役世代現役世代現役世代にににに発送開始発送開始発送開始発送開始    

 社会保険庁は、年金記録漏れを注意喚起する

「ねんきん特別便」について、現役加入者向け

約 6,200 万人分の発送を始めた。厚生年金や共

済年金に加入する2,200万人には企業経由で配

付するケースもあり、10月末までに全員に送り

終える予定。（6月 24 日） 

 

●マクドナルドマクドナルドマクドナルドマクドナルド    新報酬制度導入新報酬制度導入新報酬制度導入新報酬制度導入をををを凍結凍結凍結凍結    

 日本マクドナルドは、店長などを対象として

８月から残業代支払いと同時に導入する予定

だった新報酬制度を凍結することを明らかに

した。新制度では店長手当などを原資に残業代

を支払うとしたため、店長らに不安が広がって

いた。新制度への理解を深めた上で２～３年後

の導入を目指す方針。店長への残業代は先行し

て支払う。（6 月 24 日） 

 

●年金保険料年金保険料年金保険料年金保険料    納付期間納付期間納付期間納付期間のののの短縮短縮短縮短縮をををを検討検討検討検討    

 舛添厚労相は、現在公的年金を受給するのに

必要な 25 年の保険料支払期間について、短縮

することを検討する方針を示した。また、現在

の介護保険制度について検討会を立ち上げ、今

年末までに結論を出し、人材不足解消のために

新たな介護政策の方針を打ち出す意向も明ら

かにした。（6 月 22 日） 

 

●●●●日雇日雇日雇日雇いいいい派遣派遣派遣派遣をををを原則禁止原則禁止原則禁止原則禁止へへへへ    厚労相厚労相厚労相厚労相がががが意向舛意向舛意向舛意向舛添

厚生労働大臣は、日雇い派遣の規制強化を求め

る世論の高まりを受け、日雇い派遣の原則禁止

を盛り込んだ改正労働者派遣法案を今秋の臨

時国会に提出する考えを明らかにした。しかし、

禁止を求める労働側と継続を主張する経営側

が対立しており、与野党間の主張の隔たりも大

きく、どこまで規制強化が進むかは不透明。（6

月 13 日）  

 

 

  


